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Ⅰ．問題と目的 

 

障害者の雇用形態は、大きく「福祉的雇用」と「一般雇用」の 2 つに区分され、福祉的雇

用とは、福祉的な観点から、雇用されることの困難な障害者等に必要な訓練と働く場の提供

を通じて自活させることを目的としている。そのために、現実には労働過程の一端を担いな

がらも、雇用契約に基づく労働ではなく、授産施設や小規模作業所（就労移行支援、就労継

続支援Ｂ型など）をはじめとする福祉施設における作業や訓練として位置づけられている。

一方、一般雇用とは、労働法に基づいて民間企業や国の機関、地方自治体の機関にて、健常

者と同様な雇用契約に基づいて雇用する形態である。 

つまり、福祉的雇用は福祉サービスの一環として行われるため、福祉的雇用の利用者数の

増加は、就労支援施設に対する公共支出の増加につながる。それに対して、一般雇用は、健

常者と同様に雇用契約に基づいて民間企業や国の機関で雇用する体系であるため、障害者が

経済主体となり、納税者としての役割を果たすことが可能になる。これによって、障害関連

の生産性の損失と税収減を緩和することができるといえる。一般雇用と福祉的雇用に対する

社会的費用対便益について分析した先行研究では、一般雇用の便益は、福祉的雇用よりも約

3 倍大きいことが示された (Hemenway & Rohani, 1999)。 

すなわち、障害者の生活保護受給率を軽減するとともに、障害者関連制度にかかる公共支

出の効率的な活用のためには、福祉的雇用よりも一般雇用を促進する意義があり、そのため、

民間企業の役割が大きいといえる。 

障害者の一般雇用を促進するために、日本と韓国を含むフランス、ドイツなどでは、障害

者割当雇用制度を実施しており、日本では常時労働者 50 人以上の企業に対して一定水準の

障害者雇用を義務づけている。しかし、障害者割当雇用制度を実施することによって、ある

程度の障害者雇用率が増加したものの、就労を希望しながら失業している障害者の割合が増
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加していると指摘されている(中島・中野・今田, 2005; 金・韓, 2015)。 

実際に、平成 26 年 障害者雇用状況の集計結果によれば、2014 年の企業における障害者

実雇用率は 1.82%と、国の機関や地方自治体の機関における障害者実雇用率(約 2.57%)に比

べて低くなっている。すなわち、現行の障害者割当雇用制度のみでは、企業への障害者雇用

促進に限界があるといえる。 

そこで、本研究では、企業の障害者雇用促進に着目し、企業経営の観点から、障害者雇用

の実態を明らかにし、今後企業の障害者雇用を促進していくために取り組むべき課題を提案

することを目的とした。 

 

Ⅱ．方法 
 

企業経営の観点から、障害者雇用の実態を明らかにするために、以下のような「企業の障

害者雇用実態に関するアンケート調査」を行った。また、調査結果をもとに、クロス集計と

カイ 2 乗検定を行い、企業特性(業種、規模)別における実態を分析した。 

 

１. 調査対象及び抽出方法 

 東洋経済新報『2015 CSR 総覧』調査に回答した全国の上場企業と主要未上場企業 1,305

社のうち、所在地が不明な会社の一部を除いて、1,292 社を調査対象とした。 

 

２. 調査方法と調査期間 

調査票による郵送調査を行った。調査期間は、2015 年 01 月 23 日～2015 年 03 月 06 日で

あった。また、この調査は、2015 年 01 月 07 日に東北大学大学院経済学研究科の研究倫理

審査委員会の承認を受けて実施した。 

 

３. 調査票の構成及び作成 

 調査票は、「Ⅰ. 障害者雇用の概要」、「Ⅱ. 身体障害者の雇用状況」、「Ⅲ. 知的障害者の雇

用状況」、「Ⅳ. 精神障害者の雇用状況」、「Ⅴ. 障害者雇用上の管理及び評価」、「Ⅵ. 障害者雇

用にあたる懸念及び配慮」と 6 つのパートに構成し、各障害別における雇用状況や労務管理

に関する実情が把握できるように作成した。 

 
Ⅲ．企業の障害者雇用実態に関するアンケート調査の結果 

 

１. 回収率及び回答企業の状況 

 1,292 社のうち、122 社からの回答があった(回収率 9.4%)。企業の規模別における回収状

況をみると、従業員 50 人未満の中小企業における回収率が 13.7%と最も高く、従業員 300

人～1,000 人未満の企業で 7.3%と最も少なかった。一方、企業の業種別における回収状況を

みると、その他の産業を除いて「卸売り・小売業」の回収率が 9.5%と「製造業」の回収率が

9.2%と高くなっていた(表 1 参照)。 
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表 1 企業の規模別における回収状況 

単位：数、% 

 
企業規模 

調査票配布企業数 

(構成割合) 

回答数 

(構成割合) 
回収率

企

業

規

模 

従業員 1 人～49 人 73 (5.7%) 10 (8.2%) 13.7%

従業員 50 人～299 人 282 (21.8%) 32 (26.2%) 11.3%

従業員 300 人～999 人 397 (30.7%) 29 (23.8%) 7.3% 

従業員 1,000 人以上 540 (41.8%) 51 (41.8%) 9.4% 

合計 1,292 (100.0%) 122 (100.0%) 9.4% 

企

業

業

種 

卸売り・小売業 242 (18.7%) 23 (18.9%) 9.5% 

サービス業 1) 105 (8.2%) 6 (4.9%) 5.7% 

その他産業 2) 338 (26.2%) 37 (30.3%) 10.9%

製造業 3) 607 (46.9%) 56 (45.9%) 9.2% 

合計 1,292 (100.0%) 122 (100.0%) 9.4% 

注 1) サービス業は、「学術研究，専門・技術サービス業」、「宿泊業，飲食サービス業」、「生

活関連サービス業，娯楽業（家事サービス業を除く）」、「複合サービス事業」、「サービ

ス業（他に分類されないもの）（外国公務を除く）」を含む。 

2) その他産業は、「農林漁業」、「鉱業，採石業，砂利採取業」、「建設業」、「電気・ガス・

熱供給・水道業」、「情報通信業」、「運輸業，郵便業」、「金融業，保険業」、「不動産業，

物品賃貸業」、「教育，学習支援業」、「医療・福祉」、「銀行業」を含む。 

3) 製造業は、「食料品・たばこ」、「繊維・衣服」、「木材・家具」、「パルプ・紙・印刷」、「化

学工業」、「窯業・土石」、「鉄鋼」、「非鉄金属」、「金属製品」、「電気機材」、「その他機

械」、「その他製品」を含む。 

 

２. 障害者雇用の状況 

 調査結果、122 社のうち障害者を雇用していると答えた企業の割合は 86.1%(n=103)とほと

んどの企業で障害者を雇用していた。また、障害者雇用の可否を企業規模別にみると、従業

員 300 人以上の大企業では 90%以上の企業で障害者を雇用しており、企業の規模が大きくな

るとともに、障害者を雇用する企業の割合も多くなる傾向がみえた (図 1 参照)。 

 

図 1 企業規模別における障害者雇用の可否 
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 図 1 のような調査結果に基づいて、企業規模と障害者雇用の可否の関係を検証するために、

企業規模と障害者雇用の可否についてクロス集計とカイ 2 乗検定を行った。その結果、χ2 = 

46.832、p 値=0.000 であり、統計的に有意な差が検証された(表 2 参照)。 

すなわち、企業規模によって障害者雇用の可否が異なり、企業規模が大きくなるとともに、

障害者を雇用する可能性が高くなるといえる。 

 

表 2 企業規模と障害者雇用の可否に関するクロス集計結果 

 
障害者雇用の可否 

合計 
雇用している 雇用していない 

企 
業 
規 
模 

1~49 人 
度数 2 8 10

規模の % 20.0% 80.0% 100.0%

50~299 人 
度数 25 7 32

規模の % 78.1% 21.9% 100.0%

300~999 人 
度数 28 1 29

規模の % 96.6% 3.4% 100.0%

1,000 人以上 
度数 50 1 51

規模の % 98.0% 2.0% 100.0%

合計 
度数 105 17 122

規模の % 86.1% 13.9% 100.0%

カイ 2 乗検定 χ2 = 46.832、p= 0.000 

 

また、業種別における障害者雇用の可否状況をみると、すべての産業の 80%以上が障害者

を雇用していると答えており、そのうち製造業ではおよそ 92.9%が障害者を雇用していると

答えた(図 2 参照)。 

 

図 2 企業業種別における障害者雇用の可否 

 

 図 2 の調査結果に基づいて、企業の業種と障害者雇用の可否の関係を検証するために、企

業の産業と障害者雇用の可否についてクロス集計とカイ 2 乗検定を行った。その結果、χ2 = 

4.243、p 値=0.236 であり、統計的に有意な差は検証できなかった(表 3 参照)。 
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すなわち、業種に関係なく、障害者を雇用する企業が多くなっていることが分かった。 

 

表 3 企業業種と障害者雇用の可否に関するクロス集計結果 

 
障害者雇用の可否 

合計 
雇用している 雇用していない 

企 
業 
業 
種 

卸売業・小売業 
度数 19 4 23

規模の % 82.6% 17.3% 100.0%

サービス業 
度数 5 1 6

規模の % 83.3% 16.7% 100.0%

その他の産業 
度数 29 8 37

規模の % 78.4% 21.6% 100.0%

製造業 
度数 52 4 56

規模の % 92.9% 7.1% 100.0%

合計 
度数 105 17 122

規模の % 86.1% 13.9% 100.0%

カイ 2 乗検定 χ2 = 4.243、p= 0.236 

 

３. 障害者を雇用する理由 

 障害者を雇用している企業に対して障害者を雇用する理由を調査した結果、障害者を雇用

する最も大きな理由は「法定雇用率を達成するために(52.9%)」であった。続いては、「社会

的な責任を遂行するために(34.6%)」障害者雇用に取り組む企業の割合が多くなっていた。 

 障害者雇用の理由を企業規模別にみると、従業員 300 人未満の中小企業では「業務上の必

要のために」障害者を雇用すると答えた企業の割合が多くなっている一方、従業員 300 人以

上の大企業では、「法定雇用率を達成するために」または「社会的責任を遂行するために」障

害者を雇用すると答えた企業の割合が多くなっていた(図 3 参照)。特に、「業務上の必要のた

めに」障害者を雇用すると答えた企業の割合は、企業規模が大きくなるとともに、減少する

傾向がみられた。 

 

図 3 企業規模別における障害者雇用の理由(1 位のみ) 
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図 3 のような調査結果に基づいて、「企業規模」と「障害者雇用の理由」の関係を検証する

ために、クロス集計とカイ 2 乗検定を行った。その結果、χ2 = 9.086、p 値=0.429 であり、

統計的に有意な差は検証されなかった(表 4 参照)。 

すなわち、企業規模が小さいほど「業務上の必要のために」障害者を雇用するとはいえな

い。また、企業規模に関係なく、障害者を雇用する際に「法定雇用率を達成」と「社会的な

責任を遂行」は、最も主な根拠になることが分かった。 

 

表 4 「企業規模」と「障害者雇用の理由」のクロス集計結果 

 

障害者雇用の理由 

合計 法定雇用率

を達成する

ために 

自社の社会

的責任を遂

行するため

に 

障害者でも

できる仕事

があり、業務

上の必要の

ために 

その他 

企 
業 
規 
模 

1~49 人 
度数 0 1 1 0 2

規模の % 0.0% 50.0% 50.0% 0.0% 100.0%

50~299 人 
度数 12 8 4 1 25

規模の % 48.0% 32.0% 16.0% 4.0% 100.0%

300~999 人 
度数 18 8 2 0 28

規模の % 64.3% 28.6% 7.1% 0.0% 100.0%

1,000 人以

上 

度数 25 19 3 2 49

規模の % 51.0% 38.8% 6.1% 4.1% 100.0%

合計 
度数 55 36 10 3 104

規模の % 52.9% 34.6% 9.6% 2.9% 100.0%

カイ 2 乗検定 χ2 = 9.086、p= 0.429 

 

続いて、障害者雇用の理由を企業の産業別にみると、障害者を雇用する理由のうち、特に

「法定雇用率を達成するために」と「企業の社会的責任を遂行するために」障害者を雇用す

ると答えた企業の割合は、企業業種によって非常に大きな差がみられた。具体的には、製造

業のうち 67.3%は「法定雇用率を達成するために」障害者雇用を雇用すると答えている一方、

卸売業・小売業とサービス業の場合には、法定雇用率を達成するよりも、「企業の社会的責任

を遂行するために(55.6%)」障害者を雇用すると答えた企業の割合が最も多くなっていた(図 4

参照)。 
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図 4 企業業種別における障害者雇用の理由(1 位のみ) 

 

図 4 のような調査結果に基づいて、「企業業種」と「障害者雇用の理由」の関係を検証する

ために、クロス集計とカイ 2 乗検定を行った。その結果、χ2 = 17.236 と p 値=0.045 であり、

統計的に有意な差が検証された(表 5 参照)。 

すなわち、企業業種によって障害者を雇用する理由が異なり、卸売業・小売業とサービス

業では、法定雇用率のような制度的な強制よりも企業の社会的責任の観点から自発的に障害

者を雇用しているといえる。 

 

表 5 「企業業種」と「障害者雇用の理由」のクロス集計結果 

 

障害者雇用の理由 

合計 法定雇用率

を達成する

ために 

自社の社会

的責任を遂

行するため

に 

障害者でもでき

る仕事があり、

業務上の必要の

ために 

その他 

企 
業 
業

種 

卸売業・ 
小売業 

度数 5 10 3 0 18

産業の % 27.8% 55.6% 16.7% .0% 100.0%

サービス

業 
度数 1 2 1 1 5

産業の % 20.0% 40.0% 20.0% 20.0% 100.0%

その他の

産業 
度数 14 11 3 1 29

産業の % 48.3% 37.9% 10.3% 3.4% 100.0%

製造業 
度数 35 13 3 1 52

産業の % 67.3% 25.0% 5.8% 1.9% 100.0%

合計 
度数 55 36 10 3 104

産業の % 52.9% 34.6% 9.6% 2.9% 100.0%

カイ 2 乗検定 χ2 = 17.236, p= 0.045 

 

 以上のような分析結果に基づいてみると、「障害者法定雇用率の達成」と「企業の社会的責

任の遂行」は、障害者を雇用するうえで最も重要な役割を果たしているといえる。特に、サ

ービス業や卸売業・小売業において「企業の社会的責任の遂行」は、障害者を雇用する際に

最も重要な理由になっていることいえる。 
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４. 障害者雇用にあたっての懸念 

障害者を雇用していない企業に対して、障害者雇用にあたる懸念について調査した結果、

「障害者の職場適応」について懸念していると答えた企業の割合は 83.8%と最も多くなって

いた。続いては、「健常者労働者の納得(52.5%)」や「障害者の作業態度(40.4%)」のような不

安によって障害者を雇用していないことが分かった。 

一方、「障害者雇用による経営上の成果」に関して懸念していると答えた企業は、9.1%し

かなかった。これは、障害者未雇用企業では、障害者雇用が経営上に及ぼす不定的な影響に

ついて懸念していないわけではなく、障害者雇用が経営上に及ぼす肯定的な影響に関する認

識が弱いため、「障害者雇用による経営上の成果」が示す具体的な意味を理解していないと考

えられる。 

 障害者雇用にあたる懸念を企業規模別にみると、従業員 50 人未満の小規模企業では「施

設設備やそれにかかる費用(60.0%)」について懸念していると答えた企業が最も多くなってい

た。特に、「障害者の職場適応」に関する懸念を企業規模別にみたところ、従業員 50 人以上

の企業では、80%以上が懸念しているものの、従業員 50 人未満の小規模企業では「障害者の

職場適応」に関する懸念が圧倒的に低くなっていた (図 5 参照)。 

 

 

図 5 企業規模別にみた障害者雇用にあたる懸念(複数回答) 

 

図 5 のような調査結果に基づいて、「企業規模」と「障害者の職場適応に関する懸念の有無」

の関係を検証するために、クロス集計とカイ 2 乗検定を行った。その結果、χ2 = 16.321、p

値=0.001 であり、統計的に有意な差が検証された(表 6 参照)。 

すなわち、従業員 50 人未満の小規模企業では障害者の職場適応に関する懸念よりは、障

害者雇用による追加コストに関して懸念されている企業の割合が多くなっている一方、企業

規模が 50 人以上のすべての企業では、障害者雇用による追加コストよりは、障害者に対す

る健常者の理解に関する不安を含めて、障害者が職場に適応できるかに関して懸念されてい

ることが分かった。 
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表 6 「企業規模」と「障害者の職場適応に関する懸念の有無」のクロス集計結果 

 
障害者の職場適応に関する懸念 

合計 
なし あり 

企業規模

1~49 人 
度数 4 1 5

規模の % 80.0% 20.0% 100.0%

50~299 人 
度数 4 19 23

規模の % 17.4% 82.6% 100.0%

300~999 人 
度数 3 23 26

規模の % 11.5% 88.5% 100.0%

1,000 人以上 
度数 5 40 45

規模の % 11.1% 88.9% 100.0%

合計 
度数 16 83 99

規模の % 16.2% 83.8% 100.0%

カイ 2 乗検定 χ2 = 16.321 p= 0.001 

 

また、企業の業種別にみると、サービス業においては「障害者の労働意欲・作業態度(75.0%)」

に関して懸念していると答えた企業の割合が、他の産業に比べて多くなっていた(図 6参照)。 

 

 

図 6 企業業種別にみた障害者雇用にあたる懸念(複数回答) 

 

図 6 のような調査結果に基づいて、企業業種と「障害者の職場適応に関する懸念の有無」

の関係を検証するために、クロス集計とカイ 2 乗検定を行った。その結果、χ2 = 3.737、 p

値= 0.291 であり、統計的に有意な差は検証されなかった(表 7 参照)。 

すなわち、障害者を雇用していない企業では、業種に関わらず、障害者に対する健常者の

理解に関する不安や障害者のコミュニケーション能力及び対人関係などによる障害者の職場

適応に関して懸念されているといえる。 
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表 7 「企業の業種」と「障害者の作業態度に関する懸念の有無」のクロス集計結果 

 
障害者の作業態度に関する懸念 

合計 
なし あり 

企業 
業種 

卸売業・小売業
度数 9 9 18

産業の % 50.0% 50.0% 100.0%

サービス業 
度数 1 3 4

産業の % 25.0% 75.0% 100.0%

その他の産業
度数 18 11 29

産業の % 62.1% 37.9% 100.0%

製造業 
度数 32 16 48

産業の % 66.7% 33.3% 100.0%

合計 
度数 60 39 99

産業の % 60.6% 39.4% 100.0%

カイ 2 乗検定 χ2 = 3.737,  p= 0.291 

 

５. 障害者雇用による経営上のメリット及び効果 

 障害者雇用による経営上のメリットや効果について調査した結果、障害者雇用の効果とし

て「法定雇用率の達成(87.5%)」と「企業のイメージ改善(65.4%)」を評価すると答えた企業

の割合が多くなっていた。続いては、「健常者労働者のモラルやスキル向上(34.6%)」や「障

害者と健常者の分業による業務上の効率性の向上(30.8%)」に対して評価すると答えた企業の

割合が多くなっていた。 

このことから、障害者を雇用している企業では、障害者雇用によって実際に「企業のイメ

ージ改善の効果」や「分業による業務上の効率向上の効果」、「健常者のモラルやスキル向上

の効果」があると評価していることが分かった(図 7 参照)。 

一方、図 7 からみても分かるように、従業員 50 人未満の小規模企業では、「人事管理の向

上による組織内の安定性の向上」と「労働者たちのコミュニケーション能力向上」について

評価する企業の割合が多くなっていた。 
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図 7 企業規模別における障害者雇用のメリット及び効果(複数回答) 

 

図 7 のような調査結果に基づいて、「企業規模」と「人事管理の向上による組織内の安定性」、

「労働者たちのコミュニケーションの能力向上」に関する評価可否の関係を検証するために、

クロス集計とカイ 2 乗検定を行った。その結果、最初に「企業規模」と「人事管理の向上に

よる組織内の安定性」効果の評価可否の関係について分析した結果、χ2 = 12.533 と p 値= 

0.006 であり、統計的に有意な差が検証された(表 8 参照)。すなわち、従業員 50 人未満の小

規模企業では障害者を雇用することによって全般的な人事管理のスキルが向上され、組織内

の安定性につながると評価しているといえる。 

続いて、「企業規模」と「労働者たちのコミュニケーションの能力向上」に関する評価可

否の関係について分析した結果、χ2 = 3.987 と p 値= 0.263 であり、統計的に有意な差は検

証されなかった(表 8 参照)。すなわち、企業規模に関係なく、障害者雇用によって労働者た

ちのコミュニケーション能力が向上されたと評価する企業は 24.0%程度であるといえる。 
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表 8 「企業の規模」と「人事管理の向上による組織内の安定性」、「労働者たちのコミュニ

ケーションの能力向上」効果の有無に関するクロス集計結果 

 

組織内の安定性向

上の効果 合計 

労働者たちのコミュニ

ケーションの能力向上 合計 
なし あり なし あり 

企

業

規

模 

1~49 人 
度数 1 1 2 1 1 2

規模の % 50.0% 50.0% 100.0% 50.0% 50.0% 100.0%

50~299 人 
度数 25 0 25 22 3 25

規模の % 100.0% 0.0% 100.0% 88.0% 12.0% 100.0%

300~999 人 
度数 27 1 28 22 6 28

規模の % 96.4% 3.6% 100.0% 78.6% 21.4% 100.0%

1,000 人以上 
度数 47 2 49 34 15 49

規模の % 95.9% 4.1% 100.0% 69.4% 30.6% 100.0%

合計 
度数 100 4 104 79 25 104

規模の % 96.2% 3.8% 100.0% 76.0% 24.0% 100.0%

カイ 2 乗検定 χ2 = 12.533, p= 0.006 χ2 = 3.987, p= 0.263 

 

 また、企業業種別における調査結果をみると、特にサービス業では他の産業に比べて、障

害者雇用による「労働者たちのコミュニケーション能力向上(50.0%)」と「障害者と健常者の

分業による業務上の効率性の向上(75.0%)」について評価すると答えた企業の割合が多くなっ

ていた(図 8 参照)。 

 

 
図 8 企業業種別における障害者雇用のメリット及び効果(複数回答) 

 

図 8 のような調査結果に基づいて、企業の産業と「労働者たちのコミュニケーション能力

向上」「障害者と健常者の分業による業務上の効率性の向上」効果に関する評価可否の関係に

ついて検証するために、クロス集計とカイ 2 乗検定を行った。最初に「企業産業」と「労働

者たちのコミュニケーション能力向上」効果の評価可否の関係について分析した結果、χ2 = 
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5.167 と p 値= 0.160 であり、統計的に有意な差は検証されなかった。また、「障害者と健

常者の分業による業務上の効率性の向上」との関係について分析した結果、χ2 = 5.780 と p

値= 0.123 であり、統計的に有意な差は検証されなかった(表 9 参照)。 

すなわち、障害者を雇用している企業では、業種に関係なく、法定雇用率の達成効果と社

会的なイメージ改善効果について評価していることが分かった。 

 

表 9 企業業種と「労働者たちのコミュニケーション能力向上」「障害者と健常者の分業によ

る業務上の効率性の向上」効果の有無に関するクロス集計結果 

 

労働者たちのコミュ

ニケーション能力の

向上効果 合計 

業務上の効率性の向

上効果 合計 

なし あり なし あり 

企

業

の

業

種 

卸売業・ 
小売業 

度数 14 5 19 11 8 19

産業の% 73.7% 26.3% 100.0% 57.9% 42.1% 100.0%

サービス業 
度数 2 2 4 1 3 4

産業の % 50.0% 50.0% 100.0% 25.0% 75.0% 100.0%

その他の 
産業 

度数 26 3 29 22 7 29

産業の % 89.7% 10.3% 100.0% 75.9% 24.1% 100.0%

製造業 
度数 37 15 52 38 14 52

産業の % 71.2% 28.8% 100.0% 73.1% 26.9% 100.0%

合計 
度数 79 25 104 72 32 104

産業の % 76.0% 24.0% 100.0% 69.2% 30.8% 100.0%

カイ 2 乗検定 χ2 = 5.167, p=.160 χ2=5.780, p=.123 

 

６. 障害者雇用による成果管理及び評価 

 障害者雇用による経営上のあらゆる成果に関する評価・管理について調査した結果、成果

評価を行っている企業は 35.3%となっていた。企業規模別にみると、従業員 1,000 以上の大

企業では約 49%が評価・管理していると答えており、他の企業規模に比べて多くの企業が評

価・管理していることが分かった。一方、業種別にみると、サービス業では 75.0%が評価・

管理しており、他の産業に比べて障害者雇用による成果評価・管理を行っていることが分か

った(表 10 参照)。 
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表 10 障害者雇用による成果評価・管理の実施可否 (複数回答) (n=102) 

区分 
評価・管理している 評価・管理していない 

企業数数 割合 企業数数 割合 

全体 36 35.5% 66 64.7%

企

業

規

模 

従業員 1~49 人 0 0.0% 2 100.0%

従業員 50 人～299 人 5 20.0% 20 80.0%

従業員 300 人～999 人 8 28.5% 20 71.4%

従業員 1,000 人以上 23 48.9% 25 51.1%

企

業

業

種 

卸売業・小売業 5 26.3% 14 73.7%

サービス業 3 75.0% 1 25.0%

その他の産業 11 37.9% 18 62.1%

製造業 17 34.0% 33 66.0%

 

また、障害者雇用による成果を評価・管理している企業に対して、評価の形態(どのように

評価・管理しているか)について調査した結果、「CSR の一部として評価・管理している

(64.1%)」企業の割合が最も多くなっていた。その他の評価形態としては、「社内で自己評価・

管理している(30.8%)」企業の割合が多くなっていた。一方、「自社に係るステークホルダー

による外部評価を行っている(7.7%)」「障害者雇用及び就労関係の第 3 者機関による評価を行

っている(2.5%)」といった外部評価を受けている企業はほとんどなかった。 

企業規模別にみると、特に従業員 1,000 人以上の大企業では、ほとんど「CSR の一部とし

て評価・管理している(72.0%)」企業が多くなっていた。さらに、一部ではあるが「自社に係

るステークホルダーによる外部評価を行っている(12.0%)」「障害者雇用及び就労関係の第 3

者機関による評価を行っている(4.0%)」企業があり、従業員 1,000 人未満のすべての企業に

比べて外部評価や第 3 者評価にも積極的に取り組んでいることが分かった(図 9 参照)。 

 

 

図 9 企業規模別にみた障害者雇用の成果評価の形態(複数回答) 

 

企業業種別にみると、特に製造業では、「自社に係るステークホルダーによる外部評価を行

っている(15.8%)」「障害者雇用及び就労関係の第 3 者機関による評価を行っている(5.3%)」
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企業があり、他の産業に比べて外部評価も積極的に受けていることが分かった(図 10 参照)。 

 

 

図 10 企業業種別にみた障害者雇用の成果評価の形態(複数回答) 

 

Ⅳ．企業における障害者雇用促進のための課題 
 

以上、日本の企業に対する障害者雇用実態調査に基づいて、企業規模と業種別における 1) 

障害者雇用の理由、2) 障害者雇用にあたる懸念及び不安、3) 障害者雇用がもたらす経営上

の効果やメリットに関する評価ついて分析した。分析結果に基づいて、今後企業の障害者雇

用促進のために取り組むべき課題を以下のように示した。 

 第 1 に、従業員 50 人以上の企業に対して、障害者が組織全体に与える肯定的な影響に関

する情報開示が必要である。 

今回の調査で、障害者を雇用していない企業に対して、障害者雇用にあたる懸念及び不安

を分析した結果、全般的には「障害者の職場適応」、「障害者に対する健常者労働者の納得」、

「障害者の労働意欲・作業態度」に関して懸念していることが分かった。また、企業規模別

にみると、従業員 50 人未満の小規模企業では、障害者雇用による追加コストに関して懸念

されている企業の割合が多くなっている一方、企業規模が 50 人以上のすべての企業では、

障害者雇用による追加コストよりは、障害者に対する健常者の理解に関する不安を含めて、

障害者が職場に適応できるかに関して懸念されていることが明らかになった。一方、業種に

関わらず、「障害者の職場適応」、「障害者に対する健常者労働者の納得」、「障害者の労働意欲・

作業態度」について懸念していることが分かった。 

この分析結果から、障害者を雇用していないほとんどの企業では、企業規模や業種に関わ

らず、障害者を雇用することが健常者社員を含めて、組織内の経営管理全般に及ぼす不定的

な影響に関して懸念されているといえる。 

一方、実際に障害者を雇用している企業では、企業の業種に関わらず、組織管理及び組織

経営の観点から「社員のモラルやスキル向上」や「分業による業務上の効率向上」、「社員間

のコミュニケーション能力向上」といった効果があると評価していることが分かった。また、

企業規模別にみると、特に従業員 50 人未満の小規模企業では、「人事管理の向上による組織

内の安定性の向上」についても評価していることが分かった。 



 
 

43 
 

Total Rehabilitation Research，VOL.3 28-45

すなわち、障害者を雇用していない企業では、障害者が組織内の経営管理全般に及ぼす否

定的な影響に関して懸念されているが、実際に、障害者を雇用している企業では、「労働者の

コミュニケーション能力向上」や「障害者の業務遂行能力」、「障害者の職場適応能力」につ

いて肯定的に評価してことが分かった。これは、影山(2013)の研究からも確認できる。影山

は、障害者雇用企業の事例分析を行った結果、健常者が障害者と接することによって、1) 健

常者のコミュニケーション能力が向上すること、障害者と健常者の分業による 2)全体的な生

産性が向上すること、3) 障害者の勤続年数が長くなることを示した。 

つまり、障害者雇用にあたっての懸念は、障害者雇用が組織全体に与える影響に関する情

報提供が十分行われていないため生じているといえる。そのため、今後、企業の障害者雇用

を促進していくためには、障害者雇用にあたっての懸念を解消する必要があり、障害者雇用

が組織全体に及ぼす直接的かつ間接的な影響に関する総合的な情報を提供することによって、

障害者雇用にあたっての懸念を緩和することができるといえる。 

 第 2 に、障害者を雇用している企業に対して、障害者用による経営上の効果を総合的に評

価・管理していくための評価システムを構築する必要がある。 

今回の調査で、障害者雇用は「法定雇用率の遂行」「企業の社会的責任の遂行」効果の他に

も、「労働者のコミュニケーション能力向上」や「健常者社員のモラル向上」、「分業による業

務効率の向上」といったあらゆる効果をもたらすことが分かった。一方、これらの経営上の

効果に関する評価・管理について分析した結果、「評価・管理している」企業は 30%程度で

あり、ほとんどは企業の社会的責任(CSR)の一部として評価していることが分かった。つま

り、障害者雇用は、企業の社会的責任(CSR)評価の一部として法定雇用率を達成しているか

否かあるいは、自社の障害者実雇用率の推移だけを評価するレベルに留まっており、障害者

雇用による「労働者のコミュニケーション能力向上」や「健常者社員のモラル向上」、「分業

による業務効率の向上」といった効果については評価されていないことが明らかになった。 

企業経営の観点から、経営効率性と障害者雇用を両立していくためには、障害者雇用によ

る経営成果評価を通した管理・改善がさらに重要であるため、今後、企業経営の観点から障

害者雇用を促進していくためには、障害者雇用による企業経営上の効果に関する評価システ

ムが必要であると考えられる。 
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ABSTRACT 
 

In this study, I conducted a survey, “Fact-finding Survey of Employment persons with 
disabilities in Corporate” on January to March 2015 to clarify the status of employment 
persons with disabilities in Corporate. I sent questionnaires to 1,292 corporate and 
received responses from 122 corporate (response rate of 9.4%).  
  The result of investigation about concern of employment of persons with disabilities, it 
is reason why corporate didn’t employed persons with disabilities to ‘Workplace 
adaptation of persons with disabilities (83.8%)’, ‘Understanding of Healthy people 
(52.5%)’ and ‘Work ability of persons with disabilities(40.4%)’.  

On the other hand, the companies that employing persons with disabilities evaluate 
about the impact such as ‘Achieve the quota employment rate (87.5%)’, ‘Improvement of 
corporate image(65.4%)’, ‘Improvement Moral of a healthy persons (34.6%)’ and 
‘Productivity improved by division of labor(30.8%)’. However, in most companies, do not 
have a system to comprehensively assess the impact such as ‘Achieve the quota 
employment rate’, ‘Improvement of corporate image’, ‘Improvement Moral of a healthy 
persons’ and ‘Productivity improved by division of labor’ 

Based on the above analysis results, I suggested following issues. 
It is necessary to disclosure information about the positive impact of employment 

persons with disabilities on the organization. And, Evaluation system for companies that 
employing persons with disabilities is necessary to assess the impact of employment 
persons with disabilities.  
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